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資料4-3

令和7年度関係団体連絡会の概要

• 災害廃棄物処理においては、行政のみならず、東北各県の産業資源循
環協会など、関係団体の協力が不可欠である。関係団体との連携交流
を推進するため、東北各県、県の産業資源循環協会や建設業関係団
体、解体工事業関係団体等の関係団体等を交えた関係団体連絡会を
各県１回開催する。

※本資料に記載の開催概要案は現段階での各県との協議結果によるも
のであり、今後各団体の都合等によって変更となる場合がある。

※宮城県は令和5年度より独自の関係団体連絡会議を開催しているため、
本事業における連絡会は行わない。
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令和7年度関係団体連絡会 開催概要案（青森県）
内容項目

検討中開催時期

対面形式・オンライン併用
会場：未定（青森市内）

開催形式

東北地方環境事務所 青森県国・県参加団体

青森市 八戸市市町村

（一社）青森県産業資源循環協会
（一社）青森県解体工事業協会
青森県環境整備事業協同組合

民間事業者

・災害発生時に県・市町村と民間事業者との連携を円滑に行うため、発災前に調整が
必要な事項等について認識を共有する。
・発災時連携、災害時応援協定の実効性確保に向けた今後の取組の方向性を検討す
る。

ねらい

・協定内容に係る発災前の調整事項
・災害時応援協定の実効性確保に向けた課題・問題点
・発災時連携に向けた今後の取組の方向性

議題
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令和7年度関係団体連絡会 開催概要案（岩手県）
内容項目

検討中開催時期

対面形式
会場：未定（盛岡市内）

開催形式

東北地方環境事務所 岩手県国・県参加団体

検討中市町村等

（一社）岩手県産業資源循環協会 等民間事業者

・災害発生時に県・市町村と民間事業者との連携を円滑に行うため、発災前に調整が
必要な事項について認識を共有する。
・発災時連携にあたっての課題・問題点や、解決に向けた今後の取組の方向性を検討
する。

ねらい

・（協定内容に係る）発災前の調整事項
・県・市町村-民間団体連携にあたっての課題・問題点
・今後の取組の方向性（自団体、連絡会として）

議題
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令和7年度関係団体連絡会 開催に係る方針（宮城県）
内容項目

令和7年5月14日 ※宮城県独自開催開催時期

対面形式
会場：宮城県庁

開催形式

宮城県 東北地方環境事務所国・県参加団体

（一社）宮城県産業資源循環協会、宮城県解体工事業協同組合、
（公社）宮城県生活環境事業協会、宮城県環境整備事業協同組合、
（一社）宮城県建設業協会

民間事業者

各協定団体と県が平時からの継続的な連携体制を構築するとともに、現行の課題（初
動対応、役割分担、平時の連携等）について意見交換を行う。

ねらい

より実効性の高い連携体制構築に貢献するため、宮城県開催の連絡会議に東北地方
環境事務所が同席し、助言を行うこととした（東北地方環境事務所の事業における連絡
会は開催しない）。
連絡会議では近年の事例に基づき、東北地方環境事務所が話題提供を行うこととした。

方針
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令和7年度関係団体連絡会 開催概要案（秋田県）
内容項目

令和7年6月頃開催時期

オンライン形式開催形式

東北地方環境事務所 秋田県国・県参加団体

検討中（3、4市町村程度）市町村等

（一社）秋田県産業資源循環協会
秋田県環境整備事業協同組合

民間事業者

・災害発生時に県・市町村と民間事業者との連携を円滑に行うため、発災前に調整が
必要な事項について認識を共有する。
・発災時連携にあたっての課題・問題点や、解決に向けた今後の取組の方向性を検討
する。

ねらい

・（協定内容に係る）発災前の調整事項
・県・市町村-民間団体連携にあたっての課題・問題点
・今後の取組の方向性（自団体、連絡会として）

議題
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令和7年度関係団体連絡会 開催概要案（山形県）
内容項目

検討中開催時期

対面形式
会場：未定（山形市内）

開催形式

東北地方環境事務所 山形県国・県参加団体

検討中市町村等

（一社）山形県産業資源循環協会
（一社）山形県解体工事業協会
山形県環境整備事業協同組合

民間事業者

・災害発生時に県・市町村と民間事業者との連携を円滑に行うため、発災前に調整が
必要な事項について認識を共有する。
・発災時連携にあたっての課題・問題点や、解決に向けた今後の取組の方向性を検討
する。

ねらい

・（協定内容に係る）発災前の調整事項
・県・市町村-民間団体連携にあたっての課題・問題点
・今後の取組の方向性（自団体、連絡会として）

議題
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令和7年度関係団体連絡会 開催概要案（福島県）
内容項目

令和7年8～9月頃開催時期

オンライン形式開催形式

東北地方環境事務所 福島県国・県参加団体

福島市、郡山市、いわき市、会津若松市、喜多方市市町村等

（一社）福島県産業資源循環協会
（一社）福島県解体工事業協会

民間事業者

・災害発生時に県・市町村と民間事業者との連携を円滑に行うため、発災前に調整が
必要な事項について認識を共有する。
・発災時連携にあたっての課題・問題点や、解決に向けた今後の取組の方向性を検討
する。

ねらい

・（協定内容に係る）発災前の調整事項
・県・市町村-民間団体連携にあたっての課題・問題点
・今後の取組の方向性（自団体、連絡会として）

議題
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